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ジョイントベンチャーに対する持分の財務報告の研究
～リクラウの所説及びディアターとワイアットの所説を中心に～
鷹野宏行
1　はじめに
　I　A　S　C（国際会計基準委員会）から1990年12月にI　A　S（国際会計基準）
第31号「ジョイントベンチャーに対する持分の財務報告（Financial　Reporting
　　　　　　　　　　　　　1）of　Interests in　Joint　Ventures）」　が公表された。これは，1986年7月に
公表された国際会計基準公開草案第28号「関連会社及びジョイントベンチャー
に対する投資の会計処理」及び，1989年12月に公表された国際会計基準公開
草案第35号「ジョイントベンチャーに対する持分の財務報告」を受けて，本
基準として公表されたものである。
　ジョイントベンチャーは，企業の経営戦略の一環として，同業他社，異業
種の企業，海外の企業，ひいては国自体と協力して設立された組織体であっ
て，その設立件数は増加の一途をたどっている♂）
　特に，このジョイントベンチャーが注目されているのは，ここ1，2年の
国際的な緊張緩和，更に，協調路線という10年前までは考えられなかった世
界的な動きからくるものである。社会主義諸国では，様々な改革のもとで経
済政策の失敗に気付き，積極的な市場経済の導入という方向に向かっている。
社会主義諸国が，その立ち遅れた経済の拡大のために，西側先進国の資本を
積極的に導入していこうとするのは動かしがたい事実である。その際に，ジョ
イントベンチャーは大いに利用されることであろう。
　国際的な協調の時代にあって，かつてなくジョイントベンチャーの重要性
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が認識されている現在，この時代の流れに会計的な面で対応していかなけれ
ばならないと考えられる。I　A　S　CによるI　A　S31号の公表は，この一連の
潮流を反映したものに他ならない。
　さて，本論文は，I　A　S31号に規定される比例連結という会計処理に注目
する。比例連結は，フランスに始まり，E　C指令第7号で加盟各国に選択権
として認められ，これをとり入れたドイツ新株式法，さらに，I　A　S31号と
いうように、次第に世界の各国でとり入れられつつある会計処理方法である§〉
しかし，まだ我が国の連結財務諸表原則ではとり入れられていないので，I
A　S31号が公表されたという現状を考えると，企業会計審議会等で議論され
ることが望ましい。そこで，その前提として，この比例連結を論理的に解明
しているリクラウの主張及びディアターとワイアットの主張を追いながら，
比例連結という会計処理法を検討していく。
II　リクラウの所説4）
（1）アメリカにおける現行の会計処理法
　リクラウの所説を吟味する前提として，アメリカにおける現行の実務につ
いて検討しておこう。
　アメリカでは，A　P　Bオピニオン18号『普通株式への投資に対する持分法
による会計処理（The　Equ五ty　Method　of　Accounting　for　Investment　in　Com－
mon　Stock）』5）でジョイントベンチャー投資の会計処理について述べられ
ている。その内容についてみることにする。
①ジョイントベンチャーの定義
　まず，3のdで，次のように定義される。「ジョイントベンチャーとは，
企業の小規模な集団（「合弁参加企業」）によって，個別的でありかつ特定さ
れた事業体または事業計画として，その集団の構成員の共通の利益のために
所有され，運営される会社をいう。政府または地方公共団体もこの一員とな
ることがある。ジョイントベンチャーの目的は，新規市場，新製品及び新技
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術を開発するに当たっての危険及び利益を分担分配すること，相互補完的な
技術知識を結合すること，生産またはその他の設備を開発するための諸要因
をプールすることにある。また，ジョイントベンチャーは，通常の場合，取
り決めを設けこれに基づき，各々の合弁参加企業が，直接または間接に，ジョ
イントベンチャーの全般的な経営に参加できるようにしている。」6）
②ジョイントベンチャー投資の会計処理
　次に，16では，次のように会計処理の提案を行っている。「本審議会は，
持分法がジョイントベンチャーの投資側に対して，そのジョイントベンチャー
への投資の背後にある性質を最もよく反映することが可能な処理方法である
と結論付ける。従って投資側は，連結財務諸表及び第一次的決算報告書主体
の財務諸表として株主への公表用に作成される親会社個別財務諸表の両方に
おいて，ジョイントベンチャーへの投資株式を持分法により評価しなければ
ならない．」7）
　但し，開示の項である20のdでは，次のように規定している。「持分法に
より会計処理されるジョイントベンチャーまたは他の50％以下の投資が，そ
の総額で，投資側の財政状態及び経営成績との関連において重要がある場合，
投資先の資産，負債及び経営成績に関する要約資料が，注記または別個の計
算書において個別あるいはその総額のいずれか適切な方法で表示されること
が必要である。」8）
　以上要約すると，アメリカでは，ジョイントベンチャー投資の会計処理に
持分法が適用される。但し，重要性のあるジョイントベンチャー投資には，
補足資料として，その投資先の資産，負債及び経営成績が注記されるという
ことである。
　ところで，リクラウによれば，このような現行の制度的な規定を実務にお
いて忠実に実行すると，次の様な結果が得られると述べている。即ち，「オ
ピニオン18号の規定に従う場合，被投資会社の収益と費用（異常項目と会計
方針の変更による影響額を除いて）の投資会社持分が投資会社の損益計算書
に純額で表示されることになる。貸借対照表には，原則的に被投資会社の純
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利益と配当の投資会社持分と，もしあるならば株式取得原価と株式取得日に
おける被投資会社の純資産額の投資会社持分との投資差額の償却額を調整し
て，投資額が計上されることになる。投資会社によって報告された純利益額
と株主持分は，被投資会社の勘定が連結されても持分法が採用されても同じ
である。しかしながら，投資会社の財務諸表によって報告される内容の詳細
性にかんしては重要な差異が生じることになる。」9）
（2）ジョイントベンチャーの実態
　リクラウは，ジョイントベンチャー協定には，多様性や複雑性が存在し，
それゆえ，協定の経済的業務的実質はかなり変わってくると指摘する。その
場合，全てのジョイントベンチャー投資に同様の会計処理を行うのは適切で
ないとして，次のような5つの考慮事項を，ジョイントベンチャー投資の会
計処理の決定要因にすべきであると述べている。
　①所有と支配
　②組織の形態
　③ジョイントベンチャーの本質
　④ジョイントベンチャーの債務
　⑤合弁先の財政状態
　それぞれ，リクラウの主張に従って，検討していく。
①所有と支配
　リクラウは，会計の目的のために，特定の投資会社によって，支配されて
いない被投資会社が，ジョイントベンチャーとして見倣されるかどうかの所
有比率や議決権比率のテストはないとする。そこで，被投資会社に対する重
要な影響力を及ぼす能力は，現在保有する議決権株式の数で測定される。す
なわち，リクラウによれば，「選択権を行使することによって，ないし議決
権のない株式をそれのある株式に転換することによって，将来の支配を得る
能力は，投資の会計処理を決定する場合には，一般的に考慮されないのであ
る。ほとんどのジョイントベンチャーでは，投資会社の議決権株式は，各自
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の所有株式に比例している。しかしながら，ときどきそうでないことがある。
例えば，二つの同等出資の投資会社が，ジョイントベンチャーの業務上の責
任は，重役会に多くの代表がいる投資会社にあると決定するかもしれない。
このような状況では，そのジョイントベンチャーは，他の投資会社に意思決
定に対する拒否権が残らないかぎり，重役会を支配する投資会社によって支
配されるであろう。」10）
②組織の形態
　リクラウによれば，アメリカにおけるジョイントベンチャーは，法人形態
でも非法人形態でも組織化される。それぞれの形態には，次の様な有利な点
がある。即ち，「法人形態では，ジョイントベンチャーの債務に関して有限
責任であるという点である。一般的に，法人ジョイントベンチャーの負債に
対する債権者の請求権は，ジョイントベンチャーの資産に限定される。」11）
　これに対して，非法人ジョイントベンチャーは，通常，特殊な法律形態を
とる斌12）企業の構造を崩さずに，事業を契約することの容易さも加わって，
非法人の会計実体は，投資会社に実質的な税務上の効果を与える。即ち，
「非法人の会計実体の利益は，その投資会社にのみ課税される。これに対し，
法人の会計実体の利益は，それ自体で課税され，投資会社に支払われた配当
もまた課税に関係してくる。」13）
③ジョイントベンチャーの本質
　リクラウによれば，多くの投資会社は，ジョイントベンチャーの経営に積
極的に参加していて，受け身の投資ではない。ジョイントベンチャーの業務
は，普通，投資会社の業務に直接に関係しているかまたは補助的なものであ
り，しばしばそれは，投資会社の業務に垂直的な統合をもたらすものである。
　しかし，これはあくまでも建前のものであって，実際にはそうではないも
のも見受けられるとし，ジョイントベンチャーの本質を評価する場合にジョ
イントベンチャーがそれ自身で確かな営業目的をもっているかどうか確かめ
ることが重要であるとする。即ち，実質的にファイナンス目的のジョイント
ベンチャーも存在するのである。リクラウによれば，次のような例は明らか
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にファイナンス目的であるという。「ジョイントベンチャーが，製造会社と
銀行によって投資され形成されているとしよう。製造会社によって保証され
た銀行からの借入金を使用して，ジョイントベンチャーは，投資会社のため
に原材料を購入し倉庫に搬入するであろう。このジョイントベンチャーの実
質は，次の様なことを示している。ジョイントベンチャーは，製造会社の貸
借対照表から棚卸資産と債務を取り除く目的でのファイナンス形態である。
即ち，ジョイントベンチャーは，真実の営業目的をもっていない非業務的な
ファイナンス手段である。同様に，供給者または得意先の企業によって形成
されたジョイントベンチャーは，経済的業務的実質をもっていない。」14）
④ジョイントベンチャーの負債
　リクラウは，ジョイントベンチャーの形態が法人であるか非法人であるか
に係わりなく，ジョイントベンチャーへの投資会社のジョイントベンチャー
の負債に対する保証を考慮することが重要であるとする。即ち，リクラウに
よれば，「非法人ジョイントベンチャーの負債は，事実上所有会社によって
保証されている。というのは，ジョイントベンチャーの債権者は，一般的に，
債務不履行の場合には所有会社のどれかまたは全てを訴えることができる。
一方，法人ジョイントベンチャーの負債は，一般的に，所有会社に直接的に
は押しつけることはできない。しかしながら，実務上の問題として，債権者
は，少なくとも一つの合弁提携会社によるジョイントベンチャーの全ての借
入金の保証を必要とする。そのような保証は，直接的にも問接的15）にも，
ジョイントベンチャーの借財能力のたった一つの基準になっている。」16）
　リクラウの記述からもわかる通り，ジョイントベンチャーの債務は，実質
上所有会社の債務である。よって，投資会社から見ると，法人ジョイントベ
ンチャーと非法人ジョイントベンチャーの組織形態両方とも，基本的にはリ
スクと報酬について同様の局面を持つことになる。
⑤合弁先の企業の財政状態
　リクラウによれば，ジョイントベンチャーへの投資に関係するリスクを決
定する場合に，合弁先の企業の財政状態を考慮することも重要であるとする。
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彼は次の様な例を示している。即ち，「2社の投資会社が非法人ジョイント
ベンチャーを形成している場合，または法人ジョイントベンチャーの債務を
分割保証しているとき，各々の投資会社は，損失へのエクスポージャーの半
分を持つと仮定されるだろう。しかしながら，もし合弁先の企業が脆弱な財
政状態ならば，強い投資会社が直面する損失のリスクは，大いに増すであろ
う。」17）
　このように，ジョイントベンチャーヘの参加企業の財政状態を評価するこ
とも，主観的ではあるが，重要な考慮事項となる。
（3）新たな会計処理の提案
　さて，リクラウは，上記のようなジョイントベンチャーの実態を考えると，
現行の持分法は適切でないという問題意識の上で，アメリカにおいて，未だ
行われていない会計処理を提案している。即ち，「投資会社は，普通，その
投資額とジョイントベンチャーからの利益を持分法を適用して記録する。し
かしながら，もし企業がジョイントベンチャーを通じて業務の一部分を行っ
ているならば，持分法は，適切に企業の財政状態と経営成績を財務諸表に反
映しない。」18）と言及し，持分法の不適切性を説明している。
　そこで，彼は，新たな会計処理方法を提起している。即ち，「貸借対照表
外の資金調達の可能性があるばかりでなく，投資会社の業務の必須の部分に
なる営業活動を行うようなジョイントベンチャーの利用は，ますます増加し
ている。このようなジョイントベンチャー協定の経済的現実を財務諸表に反
映させるためには，ジョイントベンチャー投資に対する現行の会計処理は修
正されるべきである。ジョイントベンチャー投資の会計処理の持分法は，ジョ
イントベンチャーの業務内容，投資会社にとっての資産，及び投資会社が被
るリスク等についての有用な情報を提供する方法に変更されるべきである。
このような状況に鑑みるならば，ジョイントベンチャーの勘定は，投資会社
のそれぞれの財務諸表において，投資会社の勘定と比例連結か全部連結され
るべきである。ジョイントベンチャーが法人か非法人かにかかわらず，ジョ
一189一
鷹野宏行
イントベンチャー投資の会計処理の取扱いは，同様であるべきである。とい
うのは，ほとんどの状況では，投資会社によって仮定されるリスクは同様で
あるからである。」19）
　リクラウによれば．比例連結を適用すると，要約するに，次の様な有利な
点があるという。
　まず，比例連結を適用すると，持分法では表示し得なかったジョイントベ
ンチャーの経営成績や財政状態をも反映できること。
　さらに，ジョイントベンチャーの債務の保証を行った場合，その保証され
た債務を偶発債務として表示することができる。
最後に，比例連結は，子会社を全部連結することと何らかわりなく，全く
同じ効果が得られるということである。
（4）実態に即した会計処理の適用
　また，リクラウは，ジョイントベンチャーの債務に関する投資会社の保証，
さらに，財政状態をより良く見せるための一種のダミー会社としてのジョイ
ントベンチャーについて，特に注目して，その実態に即した会計処理をも提
案している。即ち，「もし投資会社が，ジョイントベンチャーの債務につい
て，比例持分以上を保証しているような場合には，債務の投資会社持分を超
過して保証された額ばかりでなく，その超過額を弁済するために使われるジョ
イントベンチャーの資産の比例持分も，投資会社の貸借対照表に含まれるべ
きである。こうすれば，投資会社に対するリスクは，財務諸表において適切
に反映される。また，一つの投資会社が，ジョイントベンチャーの債務の全
てを実質的に保証しているときは，ジョイントベンチャーの勘定は，投資会
社のジョイントベンチャーの議決権株式や所有株式に関係なく，投資会社の
財務諸表において，全部連結されるべきである。また，合弁先の投資会社が
脆弱な財政状態のときは，強力な投資会社は，債務が連帯保証されているジョ
イントベンチャーの勘定を全部連結するべきである。強力な投資会社によっ
て想定されるそういった実態やリスクを反映させようとするならば，特に，
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全部連結は必要である。さらに，業務のリスクと報酬を分け合う目的ではな
く，まずもっての目的がファイナンス目的であるジョイントベンチャーは，
債務を負担する責任のある参加企業によって全部連結されるべきである。即
ち，ファイナンス目的によって組織化されたジョイントベンチャーは，通常，
ファイナンスのための『からくり』であり，経済的実質を伴う会計実態を運
営していない。よって，そんなジョイントベンチャーは，常にジョイントベ
ンチャーを運営している企業によって全部連結されるべきである。」20）
（5）財務諸表の有用性とジョイントベンチャー
　リクラウは，財務諸表の目的は，FASBが指摘しているような，次のよう
な3つの見地から考慮すべきであるという。
「営利企業の財務諸表は，
①現在株主と将来株主と債権者が論理的な投資や融資の意志決定を行うため
に，有用な情報を提供すべきである。
②投資家や債権者が，稼得活動やファイナンス活動を通じて，ネットキァッ
シュフローを得る見込みを評価するのに役立つ情報を提供する。
③企業の経済的資源（これは，企業への将来のキャッシュインフローの源に
なっている），他社への経済的資源の移転による債務（これは，将来企業か
らのキャッシュアウトフローをもたらす），稼得（これは，企業に影響を与
える業務や条件の結果である）についての情報を提供する。」21）
　そして，リクラウは，こういった財務諸表の有用性を向上させるためには，
子会社が，連結財務諸表において，企業の必須の部分として反映されるよう
に，ジョイントベンチャーの勘定が，投資会社の財務諸表において，状況に
応じて比例連結か全部連結されるべきであると結論付ける。ジョイントベン
チャー協定の実質やリスクを強調するそのような会計処理は，ジョイントベ
ンチャーを利用して営業の一部分を行う企業の業務や資源やキャッシュフロー
のより良い描写を将来の株主や債権者に提供するというのである。
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（6〉リクラウの主張の評価
　上記のように，リクラウは，ジョイントベンチャー投資の会計処理には，
基本的に比例連結を適用し，その他状況に応じて，出資比率にこだわらない
比例連結や全部連結を主張している。このような比例連結による会計処理を
要請しているのは，この論文が公表された1977年当時では，フランスのみで
あった。従って，リクラウは，ジョイントベンチャーの会計処理の持分法の
欠陥を指摘し，新たな会計処理方法を提案しているという点で，先見的であ
ると言える。また，比例連結のみに限定せず，その実態に即して適宜会計処
理方法をかえていくように提案している点が注目される。
　　　　　　　　　　　　　　　　　22）皿　ディアターとワイアットの所説
（1）ディアターとワイアットによるリクラウの主張の評価
　ディアターとワイアットは，前節で検討したリクラウの主張を次のように
評価している。
　まず，彼の論文は，A　P　Bオピニオン！8号“普通株式への投資に対する持
分法”で示された持分法の不適切な部分を，タイムリーにかつ理論付けられ
た分析であったということ。
　さらに，ジョイントベンチャーへの投資の会計に関する問題をさらに進め
て考える場合，リクラウによって主張された比例連結に注目し，投資会社の
持分を示す代替的な方法を議論することが適切であるということ。
　さらに，比例連結は，投資会社が議決権株式の過半数を所有していなくて
も，“不可分請求権”を含む投資や投資会社がジョイントベンチャーの業務
を有効にコントロールできるような投資の場合のみに適切であり，そのよう
な状況では，比例連結は，全部連結で意図された目的を達成するが，そうで
ない場合には，むしろ混乱を生じさせるものであること。
　このような目的意識のもとで，彼等は，比例連結の代替方法に関する見解
を敷術していくのである。
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（2）比例連結の不適切性
　ディアターとワイアットは，リクラウが主張した比例連結は，すべてのケー
スにおいて適切であるとは言えないとしている。彼等は，リクラウによって
主張された比例連結法は，オピニオン18号の持分法をある状況では改善して
いることには同意するものの，そうでない状況では，この方法はかえって欠
陥をもつものと考えている。比例連結法を過半数所有していないジョイント
ベンチャーに適用する場合に（これには支配の要素がジョイントベンチャー
の債務の保証によって判断される場合を含む），その方法は，投資会社の財
務諸表の読者に次のような誤解を与えるとする。つまりそれは，連結に含ま
れるジョイントベンチャーの資産の一部分が投資会社の直接支配のもとにあ
るということである。貸借対照表上で，投資会社が直接保有し支配している
資産とジョイントベンチャーの資産のうち投資会社の持分に相当する部分が
区別なく記載されるのである。彼等は，この点に関して，多くの場合，ジョ
イントベンチャーの業務の質と投資会社のそれとは異なるのではなかろうか
と問題提起している。
　そこで，彼等は，比例連結法は，次のような場合には最適の情報を提供し
ないと考えている。それは，（1）投資会社がジョイントベンチャーの業務を
直接支配している場合，（2）投資会社がジョイントベンチャーの業務と異な
る系列のものである場合，である。彼等によれば，このような状況では，投
資会社のジョイントベンチャーに対する関係を表示する他の代替的な方法が，
財務諸表の利用者にジョイントベンチャーに対する投資会社の持分の影響を
理解するために必要な情報を提供するために必要とされるとする。
（3〉拡張持分法
　ディァターとワイアットは，比例連結の代替的会計処理方法として，拡張
持分法なる会計処理を提案している。即ち，「比例連結の代替的方法は，拡
張持分法と呼ばれるべきものである。この方法のもとでは，投資会社は，そ
の財務諸表に，ジョイントベンチャーの資産と負債の比例持分法を表示する。
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しかし，投資会社自身の資産と負債とは分離して開示するのである。」23）
　彼等によれば，拡張持分法は，形式面での複数のバリエーションがあると
している。その一つは，ジョイントベンチャーの資産の比例持分を，『ジョ
イントベンチャーに対する資産持分相当額』という科目で，さらにジョイン
トベンチャーの負債の比例持分を，『ジョイントベンチャーに対する負債持
分相当額』という科目で表示するものである。また，各々の科目のもとで，
二つまたはそれ以上の項目に細分化され表示されることになる（例えば，流
動資産，有形固定資産，無形固定資産など）。
　拡張持分法のもう一つのバリエーションは，投資会社の財務諸表にジョイ
ントベンチャーへの投資の要素を分離して表示するものである。即ち，個々
の金額は，流動資産，流動負債，固定資産，固定負債の下にジョイントベン
チャーの相当する項目の投資会社持分を分離して報告する（例えば，『ジョ
イントベンチャーに対する流動資産の投資会社持分相当額』といった科目で）。
この表示のもとでは，これらの金額は，投資会社それ自身の資産と負債とは
区別されることになる。
　彼等によれば，拡張持分法の有利な点は，次の様なところであるとする。
即ち，「拡張持分法（どちらのバリエーションでも）は，投資会社の財務諸
表の利用者に情報伝達のうえで有利である。この概念は，オピニオン18号の
結論とも一致するように思われる。多分比例連結から導かれる表示よりも忠
実である。その形式は，財務諸表の利用者が投資会社の将来の借入能力をよ
り良く評価することを可能にするようなデータを提供する。会計担当者が関
心を持つ真の問題は，投資会社の財務諸表に支配されていないジョイントベ
ンチャーへの投資の経済的影響をどのように忠実に反映させるかにある。リ
クラウが示したように，持分法は，投資会社によるジョイントベンチャーへ
の投資の経済的影響を示すのには情報不足である。特に，ジョイントベンチャー
という考え方は，“オフバランスシート”の資金調達として投資銀行などに
よって奨励されてきた。比例連結と拡張持分法は，投資会社のジョイントベ
ンチャーに対する関係についてのよりよい情報を提供する。私達が示したよ
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うに，拡張持分法は，投資会社がジョイントベンチャーを支配していない場
合やジョイントベンチャーが投資会社と異なる系列の業務を行っている場合
には，特に適切である。」24）
（4）実例による解説及び結論
　ディアターとワイアットは，以下のような設例をして，ジョイントベンチャー
に対する投資会社の会計処理を4つ示している。これらは，持分法と比例連
結と拡張持分法の2つのバリエーションである。
　そして，最後に，次のように結論付けている。「会計専門家は，持分法に
よる表示を改善する方向に持っていくべきである。というのも，この方法の
結果として，投資会社の財務諸表の利用者は，投資会社の業務や経済的な実
態を誤解する恐れがある。拡張持分法による表示は，持分法による表示に対
して本質的に異議を唱え，次のような2つの有利な点を持つ。（1）投資会社
によって直接保有され支配される資産及び負債とジョイントベンチャーの資
産及び負債の投資会社持分とを区別すること，（2）ジョイントベンチャーの
業務と投資会社の業務と関係する領域のみを強調すること。」25）
　＜設例＞ABCジョイントベンチャー
　　　　貸借対照表一19××年12月31日（単位千ドル）
流動資産
　現　　金
　受取債権
　貯蔵品
?》?????
固定資産
　蒸気発電の設備　　　6，000
　減価償却累計額　一塑
　　　　　　　　　　400
　　　　　　　　　5，000
遡
流動負債
　長期債務の次期返済額　　200
　支払勘定　　　　　　100
　未払費用　　　　　　100
　　　　　　　　　　　400
固定定負債
　抵当付き借入金
　長期借入金
4，000
　700
週資本　　　　　資本利益　XYZ社（30％〉60　30
　A案土（35％）　　　70　　35
　B茎士（35％）　　　70　　35
200　　　100　　　300
遡
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　XY　Z社は，1971年に，A社とB社と共同で，3社によるABCジョイン
トベンチャーを設立した。その目的は，蒸気発電の設備の建設とその運営で
ある。A　B　Cジョイントベンチャーの債務保証は，参加各社の比例持分によっ
ている。
XYZ社資 貸借対照表一19××年12月31日（単位千ドル）　　　産　　　　　　　持分法　　比例連結　　拡張持分法
流動資産
　現　　金
　受取債権
　棚卸資産
　ジョイントベンチャーに対する
　流動資産の当社持分相当額
　500
1，000
3，000
N／A
　530
1，030
3，060
N／A
4，620
　500
1，000
3，000
N／A
4，500 4，500????産資????固 ?????? ?????? 　100
4，000
2，000
減価償却累計額
?「???? 7，900
2，400
6，100
2，100
ジョイントベンチャーに対する
蒸気発電設備の当社持分相当額
4，000
N／A
5，500
N／A
4，000
5，500
N／A
4，000
　90
4，000
投　資
ジョイントベンチャー投資に対する当社持分
　流動資産
　固定資産（純額〉
N／A N／A 　120
1，500
1，620
資産総額 8，590 10，120 10，120
　　　負債及び資本
流動負債
　長期債務の次期支払
　支払勘定及び未払費用
　ジョイントベンチャーに対する
　流動負債の当社持分相当額
持分法　　比例連結　　拡張持分法
1，000
2，000
N／A
1，060
2，060
N／A
1，000
2，000
N／A
3，000 3，120 3，000
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　　　負債及び資本
固定負債
　抵当付き借入金
　長期借入金
　ジョイントベンチャーに対する
　固定負債の当社持分相当額
持分法　　比例連結　　拡張持分法
3，000
N／A
N／A
4，200
　210
N／A
3，000
N／A
N／A
3，000 4，410 3，000
ジョイントベンチャーの負債の当社持分相当額
　流動負債　　　　　　　　　　　N／A
　固定負債
N／A ???????
1，530????? ?資
1，800
　790
1，800
　790
???1
2，590 2，590 2，590
負債及び資本総額 8，590 10，120 10，120
（5）リクラウによるディアターとワイアットの主張の評価
　リクラウは，ディアターとワイアットの主張に対して，次のように意見を
述べている。まず，彼等の主張を評価して，「ジョイントベンチャーへの投
資会社は，実質的に，ジョイントベンチャーの資産の持分を得ているうえに，
債務に対する直接的間接的保証を通じて，ジョイントベンチャーの債務の比
例持分を仮定している。そういう場合には，即ち，ジョイントベンチャーの
債務が実質的な場合には，投資会社の貸借対照表上に，ジョイントベンチャー
の資産と負債の投資会社持分を表示すると，財務報告を改善する。それゆえ，
拡張持分法の適用は，ジョイントベンチャーへの投資の会計処理の持分法を
改善するものである。拡張持分法の適用は，より良い財務報告をもたらす。
というのは，投資会社の財務諸表は，投資会社の資金の調達源泉や負債ばか
りではなく，それが受けるリスクをもより明確に反映するからである。」26）
と言及する。
　しかし，彼は，広く一般的な状況では，投資会社の財務諸表でジョイント
ベンチャーの勘定との比例連結が最も意味ある財務報告をもたらすと主張す
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るのである。
　即ち，ディアターとワイアットによれば，比例連結は，投資会社が直接支
配する資産の金額を財務諸表の利用者に誤解させるという結果をもたらすと
いうことである。その点，ジョイントベンチャーの本質を考えると，直接支
配という概念は，適切でないとし，次のように批判している。「資産に対す
る直接支配という概念は，ほとんどの共同事業の実質ではなく形式を強調し
ているからである。そのうえ，連結財務諸表に含まれる全ての資産は，普通，
親会社にとって，その企業の目的のためにたやすく利用できるとは限らない。
それゆえ，本当の意味で，その資産は，親会社の直接支配のもとにあるとは
言えないのである。例えば，100％出資の子会社の資産は，親会社にとって
直ちに利用できない。何故なら，子会社の負債や為替管理に関係する借入管
理に関係する借入契約があるからであり，親会社に子会社の業務や資産の完
全な支配を行使させない傾向があるからである。この問題は，比例連結の問
題を新たにするものではなく限定するものでもない。それゆえ，それは分離
して考えるべきだ。どんな場合でも，連結財務諸表に含まれる資産に関係す
る限定を報告することは，貸借対照表に金額を分離することを通してよりは
むしろ脚注での開示で取り扱うほうがよい。」27）
　さらに，リクラウは，ディアターとワイアットが貸借対照表のみに注目し
ていることに対して，次の様に批判している。「ディアターとワイアットは，
貸借対照表への考慮に集中してきた。彼等は，持分法の欠陥，特に投資会社
の損益計算書や財政状態変動表に関するものについて言明していない。私は，
比例連結がこれらの財務諸表にも使用されるべきであると信じる。というの
は，比例連結は，投資会社の経営成績や財政状態の変動を最も有意義に表示
するからである。また，ジョイントベンチャーの経営成績が比例基準で含ま
れるときは，全体としての企業へのキャッシュフローは，投資会社の財政状
態変動表により適切に表示される。というのは，ジョイントベンチャーの減
価償却やその他の資金支出のない費用の投資会社持分は，連結グループに関
係する項目のように分類されるからである。」28）つまり，貸借対照表のみで
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なく，損益計算書や財政状態変動表にも注目すべきであるということである。
　リクラウによれば，比例連結は，ジョイントベンチャーの業務が投資会社
の業務の重要な部分を占めるようなとき，特に適切である上に，ジョイント
ベンチャーの業務が投資会社のそれと直接関係していないときにも適切であ
る。即ち，それは連結グループの他のセグメントの業務と異なる系列の業務
を行う子会社の連結の拡張に過ぎないとする。
（6〉リクラウの所説とディアターとワイアットの所説の比較検討
　リクラウが主張する比例連結とディアターとワイアットの主張する拡張持
分法との違いをまとめると，次のようになる。
①比例連結は，ジョイントベンチャーの勘定を財務諸表の勘定と合算するの
に対し，拡張持分法は，ジョイントベンチャーの勘定を貸借対照表に分離開
示すること。
②比例連結は，全ての財務諸表について連結するのに対し，拡張持分法は，
貸借対照表にのみジョイントベンチャーの持分を表示すること。
　①については，ディアターとワイアットは，投資会社が直接保有し支配し
ている資産や負債とジョイントベンチャーの資産と負債は，分離開示される
べきであるとする。というのは，実際に保有し支配していないジョイントベ
ンチャーの資産と負債を投資会社のそれぞれの勘定に合算すると（比例連結
を適用すると），かえって財務諸表の利用者に誤解を与えるというのである。
これに対して，リクラウは，親会社というものは，連結財務諸表上の全ての
資産を利用できるとは限らないとして，合算してもかまわないと反論してい
るQ
　②にっいては，ディァターとワイアットの主張は，持分法のフレームワー
クの中で，財務諸表の有用性を高めるために，その機能を拡張して貸借対照
表にジョイントベンチャーの資産と負債の持分を表示しようというものであ
る。これに対して，リクラウは，持分法のフレームワークを放棄して，損益
計算書や財政状態変動表にも比例連結を行うべきであると反論している。
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　これらの議論は，ジョイントベンチャーの投資の会計処理を技術的な見地
から考慮するのに，非常に参考になるものである。
lV　結語
（1〉比例連結の位置付け
　ディアターとワイアットの先に検討した主張によれば，リクラウの示した
比例連結を次のような点で批判していた。即ち，比例連結は，財務諸表上で，
投資会社の資産や負債とジョイントベンチャーの資産と負債を区別なく報告
するというところである。つまり，投資会社の財務諸表のそれぞれの勘定に
ジョイントベンチャーの比例持分を「合算する」ところに批判を加えている
のである。彼等によれば，合算することによって，ジョイントベンチャーの
資産の一部分が投資会社の直接支配のもとにあると利用者に誤解を与えると
いうのである。この意昧で，貸借対照表に分離開示する方法を主張している。
　これに対して，リクラウは，彼等の主張を次の2つの点から批判している。
一つに，彼等の主張では，資産の直接支配という点に注目しているが，連結
財務諸表の全ての資産が親会社の直接支配に供せられるとは限らないという
意昧で，分離開示する意昧がないとしている点である。二つに，彼等の議論
は，貸借対照表のみに注目して，その他の財務諸表について考慮していない
点である。リクラウは，この2点から，やはり比例連結が望ましいと考えて
いるQ
　私は，この二つの主張の論争点において，欠けていることがあると考える。
それは，比例連結の位置付けについてである。かつて多くの国では，ジョイ
ントベンチャーに対する投資の会計処理に持分法を適用していた。ジョイン
トベンチャーの性質や重要性が認識されるにつれて，これに対する持分法を
適用することが適切でない場合があると主張されるに至ったのである。そこ
で，これにかわる代替方法として考え出されたのが比例連結である。つまり，
比例連結は，持分法の代替として発達してきたものであり，全部連結や持分
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法とは異なる第三の計算手続なのである。
　このように考えた場合，現行の連結財務諸表上の数値についてもう一度考
察してみたい。連結財務諸表上の資産，負債，収益，及び費用の数値は，親
会社と連結子会社のそれぞれの数値の合算である。このような数値は，全部
連結という計算手続が採用された会社の合算として促えられる。また，連結
損益計算書上の「持分法による投資損益」という科目の数値は，持分法とい
う計算手続が採用された会社の損益の投資会社持分を合算したものである。
このように，現行の連結財務諸表上の数値は，全部連結と持分法という二つ
の計算手続が採用されたことが一目瞭然で判断できるのである。
　そこで，先ほど第三の連結法と位置付けた比例連結について考えてみる。
普通，比例連結は，ジョイントベンチャーの資産，負債，収益，及び費用の
各勘定と投資会社のそれぞれの勘定とを「合算する」方法とされる。しかし
ながら，「合算する」とするならば，全部連結をしている数値の中に比例連
結をしている数値が混合して示されることになる。つまり，連結財務諸表に
おいて，第三の連結法である比例連結が適用されたということが判断できな
いのである。これは，現行の連結財務諸表上では，全部連結と持分法という
二つの計算手続が明確に判断できるという状況からしても不自然である。こ
のような理由から，第三の連結法である比例連結が適用されたということが，
連結財務諸表上，一目瞭然で判断できる表示の方法を採用するべきであると
考える。ここで，便宜上，それぞれを名付けるならば，「合算する」比例連
結を合算方式の比例連結とし，ここで私が主張する比例連結を分離開示方式
の比例連結とする。
（2）分離開示方式の比例連結
　ここで私が主張した分離開示方式の比例連結を適用すると，リクラウの主
張とディアターとワイアットの主張の評価されるべき部分を引き継ぎ，それ
ぞれの弱点を補完することができる。即ち，まず，比例連結のフレームワー
クを維持することができる。一般に，比例連結は，連結財務諸表の有用性を
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向上させるものであるといわれるが，比例連結のフレームワークを維持し，
さらに分離して開示するこの分離開示方式の比例連結では，いっそう有用性
が向上するだろう。
　加えて，貸借対照表上では，投資会社が直接支配していないジョイントベ
ンチャーの資産を分離開示できるうえに，負債側でも，ジョイントベンチャー
のものを区別して表示すると，持分法で示しえなかった投資先の負債が明確
になる。また，損益計算書においても分離開示すると，合算方式の比例連結
や持分法では示すことができなかったジョイントベンチャーの費用と収益の
対応として損益の比例持分を表示することができる。これは，表示上の明瞭
性という見地からも，メリットが大きいと考える。
　このように，比例連結を，合算方式の比例連結と分離開示方式の比例連結
という2つのものに分けて，このうち後者の分離開示方式の比例連結を積極
的に支持していくと，数多くのメリットがあると私は考えるのである。
　ここで，私が主張する分離開示方式の比例連結による連結財務諸表の雛形
を設例により示す。
＜設例＞呼吸社（阿社と件社による折半出資のジョイントベンチャー）
B／S 呼吸社
流動資産　　　　　100 負　　債　　　　　100
固定資産　　　　200 資本金
阿社　　50
眸社　　50　　100　　　｝利 益　　　　　100　　　　　　　　一0 300一 一P／L　　　　　　　呼吸社
売上原価　　　　　200 売上高　　　　300
営業外費用　　　100 営業外収益　　　100
利　　益　　　　　100　　　　　　　　一 一400 400一 一B／S　　　　　　　　阿　社
流動資産　　　　　200 負　　債　　　　200
固定資産　　　　400 資本金　　　　　250
投　　資　　　　　50
　　　　　　　　一
利　　益　　　　　200　　　　　　　　一650 650
一 一
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P／L　　　　　　　　阿　社
売上原価　　　　300
営業外費用　　　200
利　　益　　　　　200　　　　　　　　－　　　　　　　　700　　　　　　　　一
売上高　　　　　　500
営業外収益　　　200
　　　　　　　　－　　　　　　　　700　　　　　　　　一
阿社の連結財務諸表を示すと，次のようになる。
　　　　　＜比例連結の2つの方式による連結財務諸表＞
　　　　　　　　　　　　連結貸借対照表
合算方式
分　　離
開示方式
流動資産　　　　250
ジョイントベンチャーの流動資産の
阿社持分相当額　　　N／A
固定資産・　　　500
ジョイントベンチャーの固定資産の
阿社持分相当額　　N／A
　合　　計　　　750
200
50
400
100
750
合算方式
分　　離
開示方式
負　　債　　　　250
ジョイントベンチャーの負債の
　阿社持分相当額　　　N／A
資本金　　　　250
連結利益　　　　250
200
50
250
250
計?? 750 750
連結損益計算書
合算方式 分離開示方式
売上高
ジョイントベンチャーの
　売上高の阿社持分相当額
売上原価
ジョイントベンチャーの
　売上原価の阿社持分相当額
　　営業利益
営業外収益
ジョイントベンチャーの
　営業外収益の阿社持分相当額
営業外費用
ジョイントベンチャーの
　営業外費用の阿社持分相当額
　　連結利益
650
N／A
　400
N／A
500
150
300
100
250
250
N／A
　250
N／A
250
200
50
200
50
250 250
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　これは，簡略に示しているが，分離開示の方法は，ディアターとワイァッ
トの主張で示されている分離開示の方法のバリエーションが参考になるだろ
う。
（3）公開草案28号の比例連結からl　A　S31号の比例連結への変化
　世界の潮流と歩調を合わせるかのように，公開草案第28号で採用された比
例連結は，I　A　S第35号においても採用されている。しかし，その定義の文
言が変化した。
　まず，国際会計基準公開草案第28号によれば，「比例連結とは，投資会社
の財務諸表において，ジョイントベンチャーの資産，負債，収益及び費用の
各科目を，投資会社の持分割合に応じて，投資会社のそれぞれの勘定に合算
する会計処理の方法をいう。」
　これに対して，I　A　S第35号では，「比例連結とは，ジョイントベンチャー
共同支配企業の財務諸表において，ジョイントベンチャーの資産，負債，収
益及び費用のうちジョイントベンチャー共同支配企業の分割割合に応ずる額
を，各科目ごとにジョイントベンチャー共同支配企業の類似する項目と合算
するか，またはそれらを別個の項目として会計処理し報告する方法をいう。」
　この定義の変更からわかるように，表示の方法が合算方式のみであったも
のから，分離開示方式をも選択肢のうちに加えられたということである。こ
の変更は，先に示した私の見解とも合致し，かなり評価できるものといえよ
う。したがって，我が国の連結財務諸表原則にとり入れようとする場合や実
際に企業が会計処理を選択する場合には，私のいう分離開示方式の比例連結
を積極的に採用することが望ましいと考える。
注
1）I　A　S　C（国際会計基準委員会）『I　A　S（国際会計基準）第31号』　1990年12月1
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　本論文を通じて，国際会計基準及び国際会計基準公開草案は全て日本公認会計士協会
　から公表されている邦語訳によっている。
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